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今日では職業分類が個人(就 業者)の 属性の一つである職業を体系的に配列 したものであ
り、産業分類が事業者あるいは企業の属性の一つである産業を体系的に配列 したものである


























































業分類 と 「甲斐国現在人別調」(1879年)の職業分類 とは10年のへだたりがあり、前者に




これ と 「甲斐国現在人別調」の集計に用いられた職業分類とは体系が全 く異っている(対
応表参照)。すなわち、前者はきわめて族籍的な分類(士 農工商)で あるのに対 し、後者
は職業の分類になっている。社会的分業を表章するための分類 としては後者がよりす ぐれ
ていることはいうまでもない。































































































































































16.建築 上 ノ 工 業




1.農作 等 二 係 ル 業
2.飲食 等 二 係 ル 業
3.身 装 二 係 ル 業
4健 脚 等 二 係 ・レ業
5.家 具 等 二 係 ル 業
6.織 物 等 二 係 ル 業
7.金 物 二 係 ル 業
8・.其他ノ製造二係ル業
9.商 葉
10,通達融 通等 二係 ル業
11.公 役 等 二 係 ル 業
12.宗 教 二 係 ル 業
13.教 育 二 係 ル 業
14.医術 等 二 係 ル 業
15.学術 等 二 係 ル 業
16.遊芸 等 二 係 ル 業


























のであり、職業分類は労働者の事業所内分業(或 は企業内分業)を 表彰するものとなる。 し
か し理論的にはそうであって も、国家の作成す る標準分類はそのような認識の上に作成され
るわけではない。すなわち、「職業はすべて事業所においていとなまれる」とする擬制が前













ルチ ョンが第4回ISI(国際統計協会)に 提出 した職業分類の大綱にはじまる。 しか しこの
段階では産業分類との区別がそれほど明瞭でない。なぜならば分類の対象が個人だったか ら
である。 これを再編成 した産業分類が第5回ISI(1895年)に提出された。それは原始生産
者(農 、漁、鉱)、加工生産者(製 造業)、サービス従事者(商 、行政、自由業など)と いう
ように個人を分類対象にした産業分類であって事業所を分類の対象としたものではなか った。
1923年に第1回 国際労働統計家会議に提示 された標準分類もJ.ベルチ ョン式産業分類を
継承 したものであった。 しか し第2次 大戦後は1950年世界センサスに向けて各国が国連を中




ところで、最近(1983年)の「日本標準産業分類」の第9次 改訂では、大分類項 目の 「電
気、ガス、熱供給、水道業」と 「運輸通信業」がF.「製造業」の次におかれることになっ
た。 これによって従来の産業の3大 区分(第1次 産業、第2次 産業、第3次 産業)の うち第
2次産業の内容が 「鉱業」、「建設業」、「製造業」、「電気、ガス、熱供給、水道業、」、「運輸
通信業」 となり、 したがって第3次 産業の内容が 「卸売業、小売業、飲食店」以下の流通、
金融、サービス、公務という非物的生産の産業(公務を産業とする非科学性は別 として)の
















ふ くまれ るので これを無視することは正 しくない。「軍人」の職業分類上での取 り扱いとと
もに検討を要する。そ もそも 「軍人」(自衛官)を 一っの職業分類 とみるか、あるいは個々
の軍人をその職種別に職業分類の対象 とするかという問題である。これは産業分類上での
「軍隊」(自衛隊)の 取 り扱い とともに検討を要する。現行のISCO(国際標準職業分類)
では 「軍人」は大分類では別掲されているが、ISIC(国際標準産業分類)で は 「軍隊」は大
分類では別掲 しないで 「軍隊」や 「警察」を一般の行政サービスと同一視す る。現行の日本
標準職業分類では 「自衛官」は職能別ではな く一括 して大分類 「保安職業従事者」の中の小
分類 とされており、日本標準産業分類では 「自衛隊」は大分類 「公務」の中の 「行政機関」
の一つ としての 「総理府」の 「内容例示」、宮内庁や行政管理庁 とならぶ防衛庁の内部機関












その内容は、第1章 経済統計 と統計分類、第2章 社会的分業 と統計分類、第3、4章




氏は社会統計学派の立場か ら、経済統計においては質的分類 とぐにグループ分けを重視 し
なければならないこと、統計分類の標識の変遷が生産関係の歴史的規定としての客観的実在
の反映 としてとらえ・られること、統計分類の基準の決定は経済学の理論、なかんず く社会科












ている。以下では、 この視点に立って日本.の職業分類 ・産業分類の歴史的変遷を論 じている。
第3、4章 は、明治維新以来のわが国の国勢調査を中心 とした職業分類の歴史的変遷を、
内外の資料を比較 ・検討することによって詳細にあとづけた部分であり、本論文の中心をな
す ものである。今 日では目にふれることの少な くなった貴重な資料なども多数駆使 しており、
本論文の文献上、資料上の価値を高めている。
第3章 は、「駿河国人別調」・(1869年)'から 「第1回 国勢調査」(1920年)に到るまでの時
期をあつかう。当時の職業分類の特徴は産業分類的職業分類という点にあるが、明治時代の
職業分類は列挙主義であり、これを集括するための原理を産業という点に求めた、とする見





計局から直接入手 した関係資料を通 じてあとづけており、統計史的にも新 らしい貢献をして




産業分類的職業分類という特徴は1940年国勢調査までつづ くが、氏は、 この間 「職業」は
そのまま特定の産業に属 しており、今 日のように各産業を横断する 「職業」が社会的にまだ
確立 していなかったため、産業分類 と職業分類の混合がかえってこの間の社会経済の実体を
よく表章 しえた、と評価 している。 この見解に対 しては種々意見のあり得るところである。
なお、 日本標準職業分類 は、mO国 際標準職業分類の影響をうけて1950年に作 られたが、








氏は、産業分類が職業分類から発生 して くるのは、企業内(と くに工場内)分 業の発展に
伴 い、従来の職業分類にくわえて、工場内分業という角度か ら分類の必要性が生 じ、産業分
類が分離するためである、としている。また、職業はすべて事業所において営まれるという
擬制は、現実の資本主義経済社会における 「職業」と 「産業」の意味をあいまいにし、それ






















氏は、長年に亘 って集めた関係資料を整理 し、体系的に紹介することにも努力 しており、
本論文の文献上、資料上の価値を高めている。
また、「甲斐国現在人別調」の職業分類は、A.Queteletに負っているとされていたが、

















的に第1次 資料まで遡 らないため不十分癖ところも残 されており・今後の研究に待たなけ屯
ばならない点 もある。
ζうした問題があるにもかかわらず・本論来が職業分類および産業分類の形成牽理論的お
よび歴史的に考察 した経済学的研究として・今後の同分野の研究 にとって避けることのでき
ない重要な参照点となることは疑いな.い。
以上審査 した結果によって、本論文は経済学博士論文 として合格と判定する。
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